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議案第14号 

 

   令和６年度松野町国民健康保険中央診療所特別会計予算 

 

 令和６年度松野町の国民健康保険中央診療所特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ325,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還

の方法は、「第２表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、20,000千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 

 ⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における

同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

     令和６年３月５日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算
（歳入） （単位：千円）

款 項 金　　額

令和 6年度松野町国民健康保険中央診療所特別会計予算に関する説明書

２２１，８１３
1.診療収入

入院収入1.
７３，００９

外来収入2.
１３０，８０３

その他の診療収入3.
１８，００１

２，０７１
2.使用料及び手数料

使用料1.
７１

手数料2.
２，０００

１
3.国庫支出金

国庫補助金1.
１

１
4.県支出金

県補助金1.
１

１
5.寄附金

寄附金1.
１

８１，１９８
6.繰入金

一般会計繰入金1.
８１，１９８

４３５
7.繰越金

繰越金1.
４３５
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―　3　― 診療所

（歳入） （単位：千円）

款 項 金　　額

４，７８０
8.諸収入

預金利子1.
１

雑入2.
４，７７９

１４，７００
9.町債

町債1.
１４，７００

歳　　入　　合　　計
３２５，０００



（歳出） （単位：千円）

款 項 金　　額

1.総務費
２２７，２７１

1.施設管理費
２２６，１０８

2.研究研修費
１，１６３

2.医業費
５１，１７６

1.医業費
３４，９２６

2.給食費
１６，２５０

3.施設整備費
５，０７３

1.施設整備費
５，０７３

4.公債費
４１，２５１

1.公債費
４１，２５１

5.予備費
２２９

1.予備費
２２９

歳　　出　　合　　計
３２５，０００
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診療所

第　２　表　　地方債
（単位：千円）

令和 6年度

―　5　―

起債の目的 限　度　額 利　率 償還の方法起債の方法

　証書借入
　　又は
　証券発行

　政府資金については、その融
通条件により、銀行その他の場
合には、その債権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し
、又は繰上償還もしくは低利に
借換えすることができる。

　年3.00％以内（但
し、利率見直し方式
で借入れる政府資金
及び地方公共団体金
融機構資金について
、利率の見直しを行
った後においては、
当該見直し後の利
率）

３，１００過疎対策事業債（ハード事業分）

１１，６００過疎対策事業債（ソフト事業分）

合　　　計 １４，７００



Ⅰ　歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

1.総　括

1.診療収入
２２１，８１３ ２１７，３１３ ４，５００

2.使用料及び手数料
２，０７１ ２，０７１ ０

3.国庫支出金
１ １ ０

4.県支出金
１ １ ０

5.寄附金
１ １ ０

6.繰入金
８１，１９８ ７７，７５６ ３，４４２

7.繰越金
４３５ ６６８ △２３３

8.諸収入
４，７８０ ６，０８９ △１，３０９

9.町債
１４，７００ １０，１００ ４，６００

歳　　入　　合　　計
３２５，０００ ３１４，０００ １１，０００
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―　7　― 診療所

（歳出） （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

1.総務費

227,271 217,515 9,756 11,600 35,418 180,253
2.医業費

51,176 51,571 △395 3,100 48,076
3.施設整備費

5,073 500 4,573 4,573 500
4.公債費

41,251 43,953 △2,702 41,251
5.予備費

229 461 △232 229

歳　　出　　合　　計
325,000 314,000 11,000 14,700 81,242 229,058



2.歳　入

診療収入 入院収入1項1款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

5,0001. 1. ・現年分国民健康保険診療報酬収 5,000 5,000 0 国保一般及び退職者医療分5,000
入

5002. 1. ・現年分社会保険診療報酬収入 500 500 0 健保共済及び公費分500

56,0003. 1. ・現年分後期高齢者診療報酬収入 56,000 56,000 0 後期高齢者分56,000

2,5004. 1. ・現年分その他の診療報酬収入 2,501 2,501 0 その他の診療報酬収入2,500

12. ・未収繰越分 その他の診療報酬収入1

5,0005. 1. ・医療給付分現年分一部負担金収入 5,003 5,003 0 国保分及び健保共済、後期高齢者分医療費一部負担5,000
金

12. ・介護給付分現年分 介護保険分1

13. ・医療給付分未収繰越分 未収繰越分1

14. ・介護給付分未収繰越分 未収繰越分1

4,0006. 1. ・医療給付分現年分標準負担額収入 4,003 4,003 0 国保分及び健保共済、後期高齢者分食事一部負担金4,000

12. ・介護給付分現年分 介護保険分1

13. ・医療給付分未収繰越分 未収繰越分1

14. ・介護給付分未収繰越分 未収繰越分1

17. 1. ・現年分介護報酬収入 2 2 0 介護保険分1

12. ・未収繰越分 未収繰越分1
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―　9　― 診療所1.款 診療収入

診療収入 入院収入1項1款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

73,009 73,009 0計

診療収入 外来収入2項1款

25,0001. 1. ・現年分国民健康保険診療報酬収 25,000 25,000 0 国保一般及び退職者医療分25,000
入

10,0002. 1. ・現年分社会保険診療報酬収入 10,000 10,000 0 健保共済及び公費分10,000

67,0003. 1. ・現年分後期高齢者診療報酬収入 67,000 67,000 0 後期高齢者分67,000

10,0004. 1. ・現年分その他の診療報酬収入 10,000 10,000 0 その他の診療報酬収入10,000

18,0005. 1. ・医療給付分現年分一部負担金収入 18,102 18,102 0 国保分及び健保共済、後期高齢者分医療費一部負担18,000
金

1002. ・介護給付分現年分 介護保険分100

13. ・医療給付分未収繰越分 未収繰越分1

14. ・介護給付分未収繰越分 未収繰越分1

7006. 1. ・現年分介護報酬収入 701 701 0 介護保険分700

12. ・未収繰越分 未収繰越分1

130,803 130,803 0計



診療収入 その他の診療収入3項1款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

11. 1. ・現年分諸検査等収入 1 1 0 諸検査収入1

18,0002. 1. ・現年分予防接種収入 18,000 13,500 4,500 予防接種収入18,000

18,001 13,501 4,500計

1 款合計 221,813 217,313 4,500

使用料及び手数料 使用料1項2款

701. 1. ・現年分自動車使用料 70 70 0 自動車使用料70

12. 1. ・現年分病室使用料 1 1 0 病室使用料1

71 71 0計

使用料及び手数料 手数料2項2款

2,0001. 1. ・現年分文書料 2,000 2,000 0 文書料2,000

2,000 2,000 0計

2 款合計 2,071 2,071 0

国庫支出金 国庫補助金1項3款

11. 1. ・現年分国庫補助金 1 1 0 国庫補助分1

1 1 0計
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―　11　― 診療所3.款 国庫支出金

国庫支出金3款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

3 款合計 1 1 0

県支出金 県補助金1項4款

11. 1. ・現年分県補助金 1 1 0 県補助金1

1 1 0計

4 款合計 1 1 0

寄附金 寄附金1項5款

11. 1. ・一般寄附金一般寄附金 1 1 0 一般寄附金1

1 1 0計

5 款合計 1 1 0

繰入金 一般会計繰入金1項6款

81,1981. 1. ・一般会計繰入金一般会計繰入金 81,198 77,756 3,442 一般会計繰入金81,198

81,198 77,756 3,442計

6 款合計 81,198 77,756 3,442



繰越金 繰越金1項7款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

4351. 1. ・前年度繰越金繰越金 435 668 △233 前年度繰越金435

435 668 △233計

7 款合計 435 668 △233

諸収入 預金利子1項8款

11. 1. ・預金利子預金利子 1 1 0 預金利子1

1 1 0計

諸収入 雑入2項8款

441. 1. ・保険料実費徴収金雑入 4,779 6,088 △1,309 雇用保険料個人分納付金44

4,7352. ・雑入 雑入4,735

4,779 6,088 △1,309計

8 款合計 4,780 6,089 △1,309

町債 町債1項9款

3,1001. 1. ・過疎対策事業債過疎対策事業債 14,700 10,100 4,600 過疎対策事業債（ハード事業分）14,700
11,600・過疎対策事業債（ソフト事業分）

14,700 10,100 4,600計
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―　13　― 診療所9.款 町債

町債9款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

9 款合計 14,700 10,100 4,600

325,000 314,000 11,000歳入合計



3.歳　出

1款 総務費 1項 施設管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 1.報酬一般管理費 226,108 216,438 9,670 10,543 35,418 180,147 会計年度任用職員報酬2,390 2,390・

2.給料 一般職給84,471 67,011・
会計年度任用職員給 17,460・

3.職員手当等 管理職手当60,630 2,546・
扶養手当 2,016・
時間外勤務手当 2,594・
住居手当 672・
夜間看護手当 5,110・
研究技術手当 7,200・
夜間休日待機手当 7,310・
一般職期末手当 13,845・
フルタイム会計年度任用職員期末手当 3,406・
パートタイム会計年度任用職員期末手 371・
当
一般職通勤手当 507・
フルタイム会計年度任用職員通勤手当 346・
一般職勤勉手当 11,546・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 2,850・
パートタイム会計年度任用職員勤勉手 311・
当

4.共済費 社会保険料27,086 598・
一般職員共済組合負担金 21,526・
フルタイム会計年度任用職員共済組合 4,829・
負担金
パートタイム会計年度任用職員共済組 133・
合負担金

8.旅費 費用弁償743 540・
普通旅費 203・
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―　15　― 診療所1.款総務費

1款 総務費 1項 施設管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 10.需用費一般管理費 消耗品費8,477 1,653・
燃料費 1,125・
印刷製本費 100・
光熱水費 4,883・
修繕料 716・

11.役務費 通信運搬費2,158 804・
クリーニング料 24・
車検手数料 20・
浄化槽法定検査手数料 20・
浄化槽汲取清掃手数料 250・
放射能測定手数料 270・
医療廃棄物処理手数料 300・
各種手数料 109・
建物災害共済分担金 82・
自動車損害賠償責任保険料 18・
自動車損害共済分担金 67・
医師賠償責任保険料 93・
診療所賠償責任保険料 101・

12.委託料 樹木管理委託料16,851 397・
防火施設管理委託料 152・
デマンド監視委託料 51・
浄化槽管理委託料 48・
建物清掃委託料 364・
電気保安管理委託料 177・
環境管理委託料 119・
空調設備保守点検委託料 284・
冷凍機等漏洩点検委託料 23・
エレベーター保守点検委託料 634・
医師業務委託料 240・
危険物設備等保守点検委託料 72・



1款 総務費 1項 施設管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 12.委託料一般管理費 特殊建築物調査委託料 247・
給湯機器保守点検委託料 143・
医療事務委託料 8,895・
経営改善支援委託料 5,005・

13.使用料及び 複写機使用料2,077 120・
賃借料 テレビ受信料 43・

カーテン使用料 981・
自動車借上料 20・
清掃用具借上料 135・
ＬＥＤ照明器具借上料 659・
宅地借上料 119・

17.備品購入費 機械器具費300 300・

18.負担金、補 諸会議等負担金18,920 31・
助及び交付 退職手当負担金 13,917・
金 国保診療施設連絡協議会負担金 157・

県へき地医療拠点病院医師派遣負担金 4,815・

26.公課費 自動車重量税2,005 5・
消費税 2,000・

226,108 216,438 9,670 10,543 35,418 180,147計

1款 総務費 2項 研究研修費

1. 8.旅費研究研修費 1,163 1,077 86 1,057 106 特別旅費757 757・
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―　17　― 診療所1.款総務費

1款 総務費 2項 研究研修費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補研究研修費 医師会負担金406 70・
助及び交付 学会参加負担金 336・
金

1,163 1,077 86 1,057 106計

1 款合計 227,271 217,515 9,756 11,600 35,418 180,253

2款 医業費 1項 医業費

1. 10.需用費医療用機械 13,281 16,313 △3,032 3,100 10,181 消耗品費1,200 600・
器具費 修繕料 600・

11.役務費 酸素容器検査手数料413 12・
医療包括器械保険料 401・

12.委託料 総合医療管理システムソフトウェア保4,835 1,518・
守委託料
レセプトシステム機器等保守委託料 1,004・
診断用Ｘ線撮影装置保守点検委託料 284・
医療ガス設備保守点検委託料 358・
エチレンオキシド作業環境測定委託料 77・
画像診断装置システム保守点検委託料 502・
自動血球計算装置保守点検委託料 189・
内視鏡システム等保守点検委託料 432・
心細動除去装置保守点検委託料 66・
ガス滅菌器点検委託料 47・
多機能診療支援システム保守点検委託 132・
料
スパイロメーター点検委託料 33・
生化学自動分析装置保守点検委託料 193・



2款 医業費 1項 医業費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 13.使用料及び医療用機械 レセプトコンピュータ使用料3,343 133・
賃借料器具費 吸着型酸素濃縮器借上料 3,014・

多機能診療支援システム借上料 14・
ソフトウェア使用料 79・
車椅子借上料 53・
オンライン資格確認利用料 50・

17.備品購入費 医療用機械器具購入費3,490 300・
ナースコール購入費 3,190・

2. 10.需用費医療用消耗 600 600 0 600 消耗品費600 600・
器材費

3. 10.需用費医薬品衛生 16,924 15,700 1,224 16,924 薬品費16,924 9,724・
材料費 衛生材料費 7,200・

4. 13.使用料及び寝具費 761 825 △64 761 基準寝具使用料761 761・
賃借料

5. 12.委託料医療用諸費 3,360 3,360 0 3,360 臨床検査委託料3,360 3,360・

34,926 36,798 △1,872 3,100 31,826計

2款 医業費 2項 給食費

1. 10.需用費給食費 16,250 14,773 1,477 16,250 消耗品費200 100・
修繕料 100・

12.委託料 給食委託料15,850 15,809・
昇降機保守管理委託料 41・

―　18　― 診療所2.款医業費



―　19　― 診療所2.款医業費

2款 医業費 2項 給食費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 17.備品購入費給食費 施設用備品購入費200 200・

16,250 14,773 1,477 16,250計

2 款合計 51,176 51,571 △395 3,100 48,076

3款 施設整備費 1項 施設整備費

1. 10.需用費施設整備費 5,073 500 4,573 4,573 500 修繕料500 500・

14.工事請負費 工事請負費4,573 4,573・

5,073 500 4,573 4,573 500計

3 款合計 5,073 500 4,573 4,573 500

4款 公債費 1項 公債費

1. 22.償還金、利元金 40,084 41,807 △1,723 40,084 長期債償還元金40,084 40,084・
子及び割引
料

2. 22.償還金、利利子 1,167 2,146 △979 1,167 長期債利子1,167 1,167・
子及び割引
料

41,251 43,953 △2,702 41,251計

4 款合計 41,251 43,953 △2,702 41,251



5款 予備費 1項 予備費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1.予備費 229 461 △232 229

229 461 △232 229計

5 款合計 229 461 △232 229

325,000 314,000 11,000 14,700 81,242 229,058歳出合計

―　20　― 診療所5.款予備費
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１　特別職

Ⅱ　給与費明細書

区 分
職員数

給 与 費

共 済 費 合 計
備 考報 酬 給 料

期 末 手 当
計(千円)

年 間 支 給 率
(人) (千円) (千円) (月分) (千円) (千円) (千円)

長 等 0 0

議 員 0 0
本 年 度

その他 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0

長 等 0 0

議 員 0 0
前 年 度

その他 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0

長 等 0 0 0 0 0 0
0

議 員 0 0 0 0 0 0
比 較

0

その他 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0



２　一般職
　（１）総　括

備考：（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの
　　　通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

備考：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

(千円) (千円)
備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円)

前 年 度
( 6 )

9,900

本 年 度
( 2 )

2,390

23

60,630 147,491 26,488 173,979
25

84,471

7,503

76,968 56,488 143,356 24,774 168,130

4,142 4,135 1,714 5,849
2

比 較
( △ 4 )

△ 7,510

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度
( 0 )

0 67,011
17

前 年 度
( 0 )

0

比 較
( 0 )

0

職 員 手 当 の 内 訳
本 年 度

6,199 8,726 1,458 10,184
2

2,527

管 理 職 員
特別勤務手当

15
60,812 110,778

507

328

179

(千円)
区 分

前 年 度

比 較

研 究 技 術
手 当

(千円)

141,030

(千円)

住 居 手 当

20,068 130,846

(千円)

21,526

(千円)

研 究 技 術
手 当

(千円)

通 勤 手 当

(千円)

1,728

扶 養 手 当
管 理 職
手 当

(千円)

時 間 外
勤 務 手 当

70

(千円)

2,245

(千円) (千円)

2,016

1,776

240

(千円)

7,200

13,845 11,546 4,606 2,546 0 672

0 0 △ 2

7,200

13,008 10,820 4,536 2,546 0 674

0

期 末 手 当 勤 勉 手 当
夜 間 看 護
手 当

住 居 手 当

(千円)

837 726

区 分
扶 養 手 当 通 勤 手 当

時 間 外 夜 間 休 日
待 機 手 当

期 末 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円)
勤 務 手 当

52,493 119,504

7,310

49,966

勤 勉 手 当

△ 711

(千円)
手 当

管 理 職 員

(千円) (千円)

0

3,887

(千円) (千円)

5,110 2,546 0 672

管 理 職夜 間 看 護
手 当 特別勤務手当

(千円)

職 員 手 当 の 内 訳
本 年 度 2,016 853 2,594 14,70717,622 7,200

前 年 度 1,776 698 2,051 7,350 18,333 10,820 5,040 2,546 674 7,200

70 0 0 △ 2 0比 較 240 155 543 △ 40

517

夜 間 休 日
待 機 手 当

7,310

7,350

△ 40
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　　　イ　会計年度任用職員

備考：（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し
　　　短い職員について外書き

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

採用・退職 千円
会計異動 千円
定期昇給 千円
会計年度任用職員 千円

R5人勧による手当改定
期末手当 千円 期末手当改定　0.05月増額

勤勉手当 千円 勤勉手当改定　0.05月増額
（会計年度任用職員以外）

勤勉手当 千円 会計年度任用職員分　皆増

採用・退職 千円
会計異動 千円
定期昇給 千円
状況変更 千円
会計年度任用職員 千円
その他 千円

3,633
制 度 改 正 に 伴 う

△ 1,546

3,161

そ の 他 の 増 減 分 509

増 減 分 236

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

(千円) (千円)(人) (千円) (千円)

本 年 度
( 2 )

2,390

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

前 年 度
( 6 )

9,900

比 較
(

4,962 32,949
8

17,460

△ 4,591 256 △ 4,335
△ 4 )

△ 7,510

備 考
(千円) (千円)

1,615

(千円) (千円)

夜 間 看 護
区 分

扶 養 手 当 通 勤 手 当

4,706 37,284
8

16,156 6,522

1,304
0

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明

給 与 改 定 に 伴 う
増 減 分

給 料

1,304

547

職 員 手 当 4,142

そ の 他 の 増 減 分 7,503

昇 給 に 伴 う

△ 390
1,294

増 加 分

5,295

(千円)(千円) (千円)

8,137

(千円)

期 末 手 当
勤 務 手 当

32,578

勤 勉 手 当

27,987

(千円) (千円)

時 間 外 夜 間 休 日
待 機 手 当 手 当

(千円)

管 理 職
手 当

(千円)

職 員 手 当 の 内 訳
本 年 度 0 346 349

(千円)

0

前 年 度 0 370 323 0

3,161 504 0 0

0

3,777

5,325 0 504 0

比 較 0 △ 24 26 0 △ 1,548 3,161 0 0 0 0 0

研 究 技 術
手 当

(千円)

管 理 職 員
特別勤務手当

00

00

住 居 手 当

(千円)

△ 112
457

1,250
△ 87

7,503

236



　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給

　　　ウ　級別職員数

45.6

区 分 一 般 行 政 職 医 療 職
平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 282,106 729,168

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 289,409 796,229

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 302,790 807,167
平 均 年 齢 （ 歳 ） 48.3

医 療 職 国 の 制 度
（円） （円） 一 般 行 政 職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 269,484 718,229

高 校 卒 169,762 166,600

平 均 年 齢 （ 歳 ） 46.5 44.6

区 分
一 般 行 政 職

一 般 行 政 職 医 療 職

級 職 員 数

(円) 医 療 職 (円)

(％) 級 職 員 数 (人)

大 学 卒 200,536 524,254 196,200 264,700

区 分
構 成 比 (％)(人)

7 級
( ) ( )

構 成 比

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在
6 級

( ) ( )
0 0.0

5 級
( ) ( )

1 7.7

4 級
( ) ( )

0 0.0

3 級
( ) ( )

3 23.1
3 級

( ) ( )

2 級
( ) ( )

5 38.4
2 級

( ) ( )

1 級
( ) ( )

4 30.8
1 級

( ) ( )

計
( ) ( )

計
( ) ( )

13 100.0 2 100.0

7 級
( ) ( )

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在
6 級

( ) ( )
0 0.0

5 級
( ) ( )

0 0.0

4 級
( ) ( )

1 8.3

3 級
( ) ( )

2 16.7
3 級

( ) ( )

2 級
( ) ( )

5 41.7
2 級

( ) ( )

1 級
( ) ( )

4 33.3
1 級

( ) ( )

計
( ) ( )

計
( ) ( )

12 100.0 2 100.0
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　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ　昇給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 医 療 職

職 員 数 (Ａ) (人) 15 13 2

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

2 号 級 (人)

号 級 数 別 内 訳

4 号 級 (人)

6 号 級 (人)

8 号 級 (人)

号 級 (人)

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

職 員 数 (Ａ) (人) 14 12 2

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

号 級 数 別 内 訳

4 号 級 (人)

2 号 級 (人)

6 号 級 (人)

8 号 級 (人)

号 級 (人)

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６ 月 (月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月 (月分) (月分) 級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度
( ) ( ) ( ) ( )

有
2.250 2.250 4.500

前 年 度
( ) ( ) ( ) ( )

有
2.200 2.200 4.400

国 の 制 度
( ) ( ) ( ) ( )

有
2.250 2.250 4.500

区 分 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

一般行政職

課 長 課 長 補 佐 課 長 補 佐 上 級 専 門 員 係 長 主 査 主 事
局 長 事 務 長 事 務 長 上 級 栄 養 士 専 門 員 技 師 技 師
室 長 保 健 師 長 保 健 師 長 上 級 保 健 師 主 任 保 育 士 保 育 士

保 健 師 保 健 師
主 任 社 会 福 祉 士 社 会 福 祉 士 社 会 福 祉 士

保 育 士
主 任 栄 養 士 栄 養 士 栄 養 士

上 級 社 会 福 祉 士 主 任 保 健 師
主 幹 園 長 園 長 上 級 保 育 士



　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ　地域手当

　　　ク　特殊勤務手当

　　　ケ　その他の手当

区 分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者 最 高 限 度 そ の 他 の

(2～20％加算)

退 職 時 特 別
備 考

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等 昇 給

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

国 の 制 度
定 年 前 早 期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

支 給 対 象 地 域
支 給 率 （％）
支 給 対 象 職 員 数 （人）
国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 医 療 職

給料総額に対する比率 （％） 13.3% 35.0%
支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）
（令和６年１月１日現在）
代 表 的 な 特 殊 勤 務

研究技術手当、夜間休日待機手当、夜間看護手当
手 当 の 名 称

80.0% 100.0%

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容
扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る
令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改定を
行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としているため、松野
町も同様に改定なしとした。

通 勤 手 当 同　　　　じ

定 年 前 早 期
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Ⅲ　地方債の令和４年度末における現在高並びに令和５年度末及び令和６年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

令和６年度中
起債見込額

令和６年度中
元金償還見込額

１ 過疎対策事業債（ハード） 106,005 101,391 2,800 8,804 95,387

２ 過疎対策事業債（ソフト） 18,241 16,439 11,600 6,749 21,290

３ 病院事業債 54,231 29,556 24,675 4,881

178,477 147,386 14,400 40,228 121,558

令和６年度末
現在高見込額

合 計

区 分
令和４年度末

現在高
令和５年度末
現在高見込額

令和６年度中増減見込


